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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第39期
第１四半期
連結累計期間

第40期
第１四半期
連結累計期間

第39期

会計期間
平成28年４月１日から
平成28年６月30日まで

平成29年４月１日から
平成29年６月30日まで

平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで

売上高 (百万円) 28,102 33,191 122,216

経常利益 (百万円) 1,101 1,332 6,440

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益

(百万円) 616 807 3,779

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 541 849 3,945

純資産額 (百万円) 29,850 33,356 32,880

総資産額 (百万円) 71,881 85,362 86,760

１株当たり四半期（当期）
純利益

（円） 41.16 53.95 252.52

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

（円） ― ― ―

自己資本比率 （％） 41.2 38.8 37.6
 

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。また主要な関係会社についても異動はありません。

　なお、当第１四半期連結会計期間から、事業セグメントの区分方法を見直し、報告セグメントの区分を変更して

おります。詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等） セグメント情

報」の「２ 報告セグメントの変更等に関する事項」をご参照ください。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

　

（１）業績の状況

当期におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策効果から、緩やかな回復基調が続い

ています。一方で、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響等、先行きに不透明な部分は残る状況です。

　医療界では、平成28年４月に診療報酬改定が実施され、「地域包括ケアシステム」と「医療機能の分化・強化・

連携」のさらなる推進が求められました。薬局においては、かかりつけ機能についての評価が明確化され、新たに

健康サポート機能や高度薬学管理機能が求められました。

このような状況のなか、当社は「よい医療は、よい経営から」のコンセプトのもと、コンサルティングをベース

にした医業経営のトータルサポートを行っております。ＤtoＤ（医業継承・医療連携・医師転職支援システム）と

価値ある薬局づくりを通して、よい医療を支え、よりよい社会づくりに貢献しております。

　

　平成29年４月から３年間にわたる中期経営計画「アクション 2020」をスタートしました。

　中期経営計画初年度である平成30年３月期は、中期経営計画のテーマである「日本型ヘルスケアビジネスの具現

化」にもとづき、「医療モールの開発」「病院の経営支援」「価値ある薬局の創造」、そして50期ビジョン達成に

向けた「既存事業の機能付加・強化と医療周辺事業への事業領域拡大」に取り組み、地域ヘルスケアネットワーク

の基盤づくりを推進しております。

　当第１四半期連結累計期間の経営成績は、医業支援、薬局、その他の各セグメントともに前年同期比で増収と

なった結果、売上高は33,191百万円(前年同期比18.1％増)となりました。利益面では、薬局事業での増収効果によ

り、営業利益1,387百万円(同23.3％増)、経常利益は1,332百万円(同20.9％増)、親会社株主に帰属する四半期純利

益は807百万円(同31.1％増)となりました。

　

なお、当第１四半期連結会計期間から、事業別に戦略を立案し、迅速な意思決定のもとに事業活動を行うため、

組織・管理体制を事業を軸にした体制に見直したことに伴い、事業セグメントの区分方法を見直し、報告セグメン

トを従来の「東日本」「西日本」「九州」から「医業支援」「薬局」「その他」に変更しております。

セグメントの業績概要は以下のとおりであります。

①　医業支援

ア．コンサルティング

ＤtoＤ(医業継承・医療連携・医師転職支援システム)については、転職・開業希望の勤務医の登録数は、当第１

四半期連結会計期間末で70,471人となりました(前期末比1,312人増)。

　地域の方々が住み慣れた町で、安心して暮らし続けられる拠点となる「地域ヘルスケアモール」づくりをめざす

「医療モールの開発」においては、当第１四半期連結会計期間末の医療モール件数は76件となりました。中期経営

計画の目標に掲げる「医療モール200件(平成32年３月期末)」に向けて、首都圏の医療モール専任部門の強化や関

西圏での専任部門の新設を行い、体制を整備しました。

　医師向けコンサルティングの一環として、従来の開業セミナーに加えて、医師の理想のキャリアプラン構築支援

のための「医師の夢実現セミナー」や「女性医師向けセミナー」を開催し、医師の多様なニーズに対応するための

取り組みを推進しました。

　コンサルティング事業の売上高は、経営支援等のコンサルティング収入、医療モール等の医療機関向け賃貸収入

が増加し、コンサルティングの売上高は489百万円(前年同期比5.9％増)となりました。　
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なお、「地域医療連携推進法人」構築支援の取り組みにおいては、当社が支援した鹿児島県奄美大島南部町村地

域における医療介護連携事業が本年４月の制度施行後初の地域医療連携推進法人認定案件となりました。

 
イ．レンタル

　前期に引き続き、地上デジタル放送移行後の契約更改ニーズに対応しました。この結果、売上高は1,539百万円

(前年同期比3.1％増)となりました。

ウ．リース・割賦

　市場環境はマイナス金利の影響により依然として厳しい状況が続いておりますが、当社の強みであるコンサル

ティングをベースにした支援により、医療モール、開業支援、病院の建替案件における医療機器の新規導入、入れ

替えの推進を行いました。その結果、商品売上(転リース)の売上高は減少したものの、物販による売上高は増加

し、売上高は2,334百万円(前年同期比2.4％増)となりました。

 

エ．その他

　医療施設の設計・施工に関する売上高が増加するなど、医業支援関連事業の売上高が増加し、売上高は1,729百

万円(前年同期比83.0％増)となりました。

 

　以上の結果、医業支援の売上高は6,092百万円(前年同期比17.6％増)となりました。利益面では、設計・施工に

関する売上高やコンサル、レンタル事業の売上高増による利益面での貢献はあったものの、リース・割賦事業の利

益が減少したため、医業支援の営業利益は69百万円(同12.6％減)となりました。

 

②　薬局

　地域から選ばれる薬局「みんなの健康ステーション」としての取り組みを推進しました。

　「患者のための薬局ビジョン」(厚生労働省)で提示された「かかりつけ薬剤師・薬局」の取り組みを推進すると

ともに、患者さんからの高度な薬学管理ニーズに対応するために専門薬剤師の育成や「健康サポート薬局」拡大に

向けた取り組みを推進しました。健康サポート薬局の取り組みでは、店舗等での健康相談会の実施や健康応援リー

フレットの配布を行いました。健康サポート薬局の認定数は、当第１四半期連結会計期間末で40店舗となり、全国

の約10％が当社グループの健康サポート薬局となりました。

　調剤薬局の店舗数は、当第１四半期連結累計期間に４店舗(Ｍ＆Ａによる２店舗を含む。)を出店した結果677店

舗となりました。

　薬局の売上高は、平成28年12月に株式取得したみよの台薬局グループ（91店舗）が大きく貢献し、26,853百万円

(前年同期比18.3％増)となり、営業利益は1,399百万円(同16.6％増)となりました。

 

③　その他

　売上高は245百万円(前年同期比9.8％増)となり、営業利益は５百万円(前年同期は△29百万円)となりました。

 

（２）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前期末比1,397百万円減少の85,362百万円となりました。流動資産

は、前期末比1,326百万円減少の43,673百万円となりました。これは、現金及び預金が1,509百万円増加したもの

の、受取手形及び売掛金が2,395百万円減少したことが主な要因であります。固定資産は、前期末比71百万円減少

の41,689百万円となりました。これは、のれんが115百万円減少したことが主な要因であります。

負債は、前期末比1,872百万円減少の52,006百万円となりました。流動負債は、前期末比1,080百万円減少の

32,148百万円となりました。これは、支払手形及び買掛金が824百万円減少したことが主な要因であります。固定

負債は、前期末比792百万円減少の19,858百万円となりました。これは、長期借入金が1,021百万円減少したことが

主な要因であります。なお、有利子負債（リース債務、割賦未払金を含む。）は、前期末比909百万円減少し

23,681百万円となり、有利子負債から現金及び預金を差し引いた金額を自己資本で割ったネットＤ／Ｅレシオは、

前期末比0.08ポイント減の0.34倍となりました。

純資産は、前期末比475百万円増加し33,356百万円となりました。これは配当金の支払いにより374百万円減少し

たものの、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により807百万円増加したためであります。以上の結果、自

己資本比率は前期末の37.6％から1.2ポイント増の38.8％となりました。
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

 なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　

①　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は上場会社であるため、当社の株式は、株主・投資家の皆様によって自由に取引ができるものです。した

がいまして、当社は、当社の株式に対する大規模な買付行為につきましても、これを一概に否定するものではあ

りません。大規模な買付行為の提案に応じるべきか否かの判断は、当社の経営を誰に委ねるべきかという問題に

関連しますので、最終的には、個々の株主の皆様の自由なご意思によってなされるべきであると考えます。

　しかしながら、近年、わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣との協議や合意のプロセスを経

ることなく、いわば敵対的に、突如として一方的に大規模な株式の買付行為を強行するといった動きが顕在化し

つつあります。このような一方的な大規模な買付行為の中には、株主の皆様に対して当該買付行為に関する十分

な情報が提供されず株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれがあるものや、株主の皆様が当該買付行為

の条件・方法等について検討し、また、当社取締役会が代替案の提示等を行うための十分な時間を確保すること

ができないもの、その他真摯に合理的な経営を行う意思が認められない等、当社の企業価値ひいては株主の皆様

の共同の利益(併せて以下「株主共同の利益」といいます。)を著しく損なう買付行為もあり得るものです。

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業理念、当社の企業価値の様々な源泉及

び当社を支える各利害関係者との信頼関係を十分に理解した上で、株主共同の利益を中長期的に確保しまたは向

上させることを真摯にめざす者でなければならないと考えております。したがいまして、上記のような大規模な

買付行為等の株主共同の利益を著しく損なう大規模な買付行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を

支配する者として不適切であると考えます。

 

②　基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社は、多数の投資家の皆様に中長期的に継続して当社に投資していただくため、株主共同の利益を向上させ

るための取組みとして、下記アの中期経営計画による企業価値向上への取組み、及び下記イのコーポレート・ガ

バナンスに関する基本的な考え方に基づくコーポレート・ガバナンスの充実のための取組みを実施しておりま

す。これらの取組みの実施を通じて、株主共同の利益を向上させ、それを当社の株式の価値に適正に反映させて

いくことにより、上記のような株主共同の利益を著しく損なう大規模な買付行為は困難になるものと考えられ、

これらの取組みは、上記①の当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針(以下「基

本方針」といいます。)に資するものであると考えております。

ア．中期経営計画による企業価値向上への取組み

　当社は、「よい医療を支え、よりよい社会づくりに貢献する」ことを理念として、病医院の経営コンサル

ティング、薬局、レンタル、リース・割賦等の事業を展開してまいりました。当社は、「よい医療は、よい経

営から」とのコンセプトのもとで、医療機関のよきパートナーとしてよい医療の実現を支援しております。

　当社は、行動規準である「わたしたちの誓い」と「社是・社訓」とを役員・社員一人ひとりが実践していく

ことで、よりよい社会づくりに貢献し、社会から評価され、尊敬される企業になることをめざしております。

　以上のような経営の理念及び基本方針のもとで、さらなる成果を出すために、当社は、平成29年４月から３

年間にわたる中期経営計画「アクション2020」をスタートいたしました。

 
　   （中期経営計画の要旨）

　中期経営計画初年度である平成30年３月期は、「医療モールの開発」「病院の経営支援」「価値ある薬局の

創造」、そして50期ビジョン達成に向けた「既存事業の機能付加・強化と医療周辺事業への事業領域拡大」に

取り組み、地域ヘルスケアネットワークの基盤づくりを推進します。

a. 会社の経営の基本方針

 当社は、「よい医療は、よい経営から」のコンセプトのもと、コンサルティングをベースにした医業経営の

トータルサポートで、「よい医療を支え、よりよい社会づくりに貢献する」ことを基本方針としております。
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b. 目標とする経営指標

　当社は、平成29年４月から３年間にわたる中期経営計画「アクション2020」をスタートし、最終年度の平成

32年３月期(2020年３月期)に次の目標を掲げています。
 

連結売上高 1,600億円(オーガニック)

EBITDAマージン ９％以上

設備投資 ３年間で200億円を配分(別枠でM&A・連携も積極活用)

配当性向 20％以上を維持
 　
c. 中長期的な会社の経営戦略
 
 (a) 50期ビジョン(2028年３月期)における中期経営計画の位置づけ

　
○ 社是(ミッション)

　わたしたちは、よい医療を支え、よりよい社会づくりに貢献します
　
○ 50期ビジョン(ありたき姿)

　地域包括ケアシステムを支える「日本型ヘルスケアビジネスの完成へ」
　
○ 日本型ヘルスケアビジネスの完成イメージ

　ＤtoＤと価値ある薬局からの創造で、病院の経営支援と理想の医療モールを通した地域ヘルスケア

ネットワークの基盤づくり
　
○ 中期経営計画「アクション2020」の位置付け

　日本型ヘルスケアビジネスの具現化。50期ビジョンを実現するステップとしての３か年計画と位置付

け、平成29年３月期までの取組みを発展させ成果を出す(具現化)

 (b) 平成32年３月期（2020年３月期）のありたき姿
 
「さまざまな社会的課題を解決する医療モールを推進する」

　医療モールに在宅医療や在宅ケアの機能付加、医療機能の分化による効率的・効果的な医療提供体制の構

築、かかりつけ薬局機能の強化で、地域包括ケアシステムの構築へ貢献する。また、将来の人口動態や医療需

要、街づくりの観点を踏まえ、医療モールでコンパクトシティの形成を支援していく。
　
 

   地域ヘルスケアネットワークの基盤づくりを推進
 

1
医療モールの

開発

社会インフラとして医療・介護・生活支援等の複合施設の中核を担う

～医療モール200件へ～

2
病院の

経営支援

地域包括ケアシステム構築における病院の機能分化と連携を支援

～病院の経営支援37件～

3
価値ある

薬局の創造

みんなの健康ステーションとして、地域包括ケアシステムを支える

～オーガニック成長で処方せん枚数230万枚(20％)増へ～

4
50期ビジョン

達成のために
既存事業の機能付加・強化と医療周辺事業への事業領域拡大

 

 
イ．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、法令遵守に基づく企業倫理の重要性を認識するとともに、変動する企業環境に対応した迅速な経営意

思決定と、経営の健全性向上を図ることによって企業価値を継続して高めていくことを経営上の最重要課題のひ

とつとして位置づけております。その実現のため、株主の皆様をはじめ、お客様、取引先、地域社会、従業員等

の各利害関係者との良好な関係を築くとともに、株主総会、取締役会、監査役会、会計監査人等、法律上の機能

制度を一層強化・改善・整備しながら、コーポレート・ガバナンスを充実させていきたいと考えており、以下の

ような体制としております。

　当社の取締役会は、当社の規模等に鑑み機動性も重視して、10名で構成されており、うち３名が社外取締役で

あります。

　当社は、監査役会を設置し、社外監査役を含めた監査役による監査体制が経営監視機能として有効であると判

断し、監査役会設置会社を採用しております。監査役会は、常勤監査役２名、非常勤監査役２名の計４名で構成

されており、うち３名を社外監査役とし、公正性、透明性を確保しております。
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　取締役会は原則毎月１回開催される定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令で定めら

れた事項や、経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行の状況を監督しております。

　代表取締役、業務執行取締役及び常務執行役員で構成される常務会は、原則として毎月２回開催し、取締役会

へ付議すべき事項、取締役会の決定事項以外の重要事項を決定しております。副社長執行役員及び本部長で構成

される個別案件会議は、原則として毎月２回開催し、常務会へ付議すべき事項、常務会の決定事項以外の重要事

項を決定しております。また、社長執行役員等の執行役員で構成される経営会議では、経営に関する諸問題の討

議や情報交換等を行っております。

　監査役会の構成員である各監査役は、取締役会へ出席し、さらに常勤監査役については、常務会、個別案件会

議及び経営会議にも出席して意見を述べています。

　当社は、執行役員制度を採用しており、執行役員候補者は、人事諮問委員会が審議して取締役会へ答申し、取

締役会の承認を得て選任しております。執行役員は、取締役会からの権限委譲により業務執行を行い、取締役会

がこれを監督しております。

　当社は、定期・通期採用の社員研修、階層別研修及びコンプライアンス推進責任者のもとでの職場内研修等に

おいて、「企業倫理とコンプライアンス経営」を教育し、コンプライアンスの向上に努めております。

　子会社の業務の適正性を確保するための体制として、子会社の管理を主管する部門（「グループ会社管理・支

援規程」による。）を設置し、子会社についての「グループ会社管理・支援規程」を定め、子会社の状況に応じ

て必要な管理を行っております。子会社からの報告については、営業成績、財務状況その他の重要な情報につい

て、定期的な報告を義務づけるとともに、定例的に開催される子会社取締役会等において重要な事象が発生した

場合の報告を義務づけております。

　また、当社は、「反社会的勢力及び反社会的勢力と関係のある取引先とは、いかなる関係も持たないこと」を

基本方針としております。反社会的勢力排除に向け、関係行政機関、弁護士等の外部専門機関とも連携をとりつ

つ、グループ一体となり対応する体制を構築していきます。

 
③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み

　当社は、平成26年５月22日開催の当社取締役会において、当社の株式の大規模買付行為に関する対応方針（以

下「原対応方針」といいます。）の導入を決定して同日付で公表し、また、当社定款第18条に基づき、同年６月

20日開催の当社第36期定時株主総会において、原対応方針の導入に関する議案につき、出席株主の皆様のご賛同

を得て承認可決していただいております。その後引き続き、当社は、関連法令等の施行等の動向に注視しつつ、

また、昨今の買収防衛策に関する議論の進展等を踏まえ、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益（あ

わせて以下「株主共同の利益」といいます。）を確保し、向上させるための取組みとして、原対応方針の内容に

ついてさらなる検討を進めてまいりました。

　かかる検討の結果として、当社は、原対応方針の有効期間の満了に伴い、当社定款第18条に基づき、平成29年

６月22日開催の当社第39期定時株主総会（以下「本定時株主総会」といいます。）において出席株主の皆様の議

決権の過半数のご賛同を得て承認可決され、原対応方針を改定し、当社の株式の大規模買付行為（下記（本対応

方針の内容）（１）（ｉ）において定義されます。以下同じです。）に関する以下の対応方針（以下「本対応方

針」といいます。）を導入することを決定いたしました。

　なお、本対応方針の有効期間は、平成32年（2020年）６月に開催予定の当社第42期定時株主総会の終結時まで

といたします。また、以下（本対応方針の内容）は原文のとおりの記載になっております。
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（本対応方針の内容）

（1）大規模買付ルールの設定

（ⅰ）対抗措置発動の対象となる大規模買付行為

　本対応方針においては、次の①もしくは②に該当する行為またはこれらに類似する行為（但し、当社取締

役会が予め承認したものを除きます。このような行為を以下「大規模買付行為」といい、大規模買付行為を

行いまたは行おうとする者を以下「大規模買付者」といいます。）がなされ、またはなされようとする場合

には、本対応方針に基づく対抗措置が発動されることがあります。

①当社が発行者である株券等（注１）について、保有者（注２）の株券等保有割合（注３）の合計が20％以

上となる買付け

②当社が発行者である株券等（注４）について、公開買付け（注５）に係る株券等の株券等所有割合（注

６）およびその特別関係者（注７）の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け

　

（ⅱ）大規模買付意向表明書の当社への事前提出

　まず、大規模買付者には、大規模買付行為に先立ち、当社代表取締役社長執行役員に対して、本対応方針

に定められた手続(以下「大規模買付ルール」といいます。)に従って大規模買付行為を行う旨の誓約等を日

本語で記載した大規模買付意向表明書を提出していただきます。

　具体的には、大規模買付意向表明書には、以下の事項を記載していただきます。

（ア）大規模買付者の概要

①氏名または名称および住所または所在地

②代表者の氏名

③会社等の目的および事業の内容

④大株主または大口出資者（所有株式数または出資割合上位10名）の概要

⑤国内連絡先

⑥設立準拠法

（イ）大規模買付者が現に保有する当社の株券等の数、および、大規模買付意向表明書提出日前60日間にお

ける大規模買付者の当社の株券等の取引状況

（ウ）大規模買付者が提案する大規模買付行為の概要(大規模買付者が大規模買付行為により取得を予定する

当社の株券等の種類および数、ならびに大規模買付行為の目的の概要(支配権取得もしくは経営参

加、純投資もしくは政策投資、大規模買付行為後の当社の株券等の第三者への譲渡等、または重要提

案行為等（注８）を行うことその他の目的がある場合には、その旨および概要。なお、目的が複数あ

る場合にはそのすべてを記載していただきます。)を含みます。)

（エ）大規模買付ルールに従う旨の誓約

　なお、大規模買付意向表明書の提出に当たっては、商業登記簿謄本、定款の写しその他の大規模買付者の

存在を証明する書類(外国語の場合には、日本語訳を含みます。)を添付していただきます。

　

（ⅲ）大規模買付情報の提供

　上記(ⅱ)の大規模買付意向表明書をご提出いただいた場合には、大規模買付者には、以下の手順に従い、

当社代表取締役社長執行役員に対して、大規模買付行為に対する株主の皆様のご判断および当社取締役会の

評価・検討等のために必要かつ十分な情報(以下「大規模買付情報」といいます。)を日本語で提供していた

だきます。

　まず、当社は、大規模買付者に対して、大規模買付意向表明書を提出していただいた日から10営業日（注

９）（初日不算入）以内に、当初提供していただくべき情報を記載したリスト（以下「大規模買付情報リス

ト」といいます。）を上記（ⅱ）（ア）⑤の国内連絡先宛に発送いたしますので、大規模買付者には、かか

る大規模買付情報リストに従って十分な情報を当社代表取締役社長執行役員に提供していただきます。

　また、上記の大規模買付情報リストに従い大規模買付者から提供していただいた情報では、当該大規模買

付行為の内容および態様等に照らして、株主の皆様のご判断および当社取締役会の評価・検討等のために不

十分であると当社取締役会が当社取締役会から独立した財務アドバイザー、弁護士、税理士、公認会計士そ

の他の外部の専門家等(以下「外部専門家等」といいます。)の助言を得た上で合理的に判断する場合には、

当社取締役会が別途請求する追加の情報を大規模買付者から提供していただきます。当社取締役会は、大規

模買付者に対する追加の情報請求を決定するに際し、必要に応じて特別委員会に対して諮問することができ

るものとし、その場合には当社取締役会はその勧告を最大限尊重するものとします。
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　なお、以下の各項目に関する情報は、原則として大規模買付情報リストの一部に含まれるものとします

が、大規模買付情報リストに含まれる情報の具体的な内容については、当社取締役会が、外部専門家等の助

言を得た上で、当該大規模買付行為の内容および態様等に照らして合理的に決定します。当社取締役会は、

大規模買付情報リストに含まれる情報の具体的な内容を決定するに際し、必要に応じて特別委員会に対して

諮問することができるものとし、その場合には当社取締役会はその勧告を最大限尊重するものとします。ま

た、大規模買付者が大規模買付情報リストに記載された項目に係る情報の一部について提供することができ

ない場合には、当社は、大規模買付者に対して、当該情報を提供することができない理由を具体的に示して

いただくよう求めます。

① 大規模買付者およびそのグループの詳細(沿革、資本金の額または出資金の額、発行済株式の総数、役員

の氏名、職歴および所有株式の数その他の会社等の状況、ならびに直近２事業年度の財政状態、経営成績

その他の経理の状況を含みます。)

② 大規模買付行為の目的(大規模買付意向表明書において開示していただいた目的の具体的内容)、方法およ

び内容(大規模買付行為の適法性(法令上必要となる許認可等の取得の見込みを含みます。)に関する意見

を含みます。)

③ 買付対価の種類および金額(有価証券等を対価とする場合には、当該有価証券等の種類および交換比率、

有価証券等および金銭を対価とする場合には、当該有価証券等の種類、交換比率および金銭の額を記載し

ていただきます。)、ならびに当該金額の算定の基礎および経緯(算定の基礎については、算定根拠を具体

的に記載し、当該金額が時価と異なる場合や大規模買付者が最近行った取引の価格と異なる場合には、そ

の差額の内容も記載していただきます。また、株券等の種類に応じた買付価格の価額の差について、換算

の考え方等の内容も具体的に記載していただきます。算定の経緯については、算定の際に第三者の意見を

聴取した場合に、当該第三者の名称、意見の概要および当該意見を踏まえて金額を決定するに至った経緯

を具体的に記載していただきます。)

④ 大規模買付行為に要する資金の調達状況、および当該資金の調達先の概要(預金の場合には、預金の種類

別の残高、借入金の場合には、借入金の額、借入先の業種等、借入契約の内容、その他の資金調達方法に

よる場合には、その内容、調達金額、調達先の業種等を含みます。)

⑤ 大規模買付者が既に保有する当社の株券等に関する貸借契約、担保契約、売戻し契約、売買の予約その他

の重要な契約または取決め(以下「担保契約等」といいます。)がある場合には、その契約の種類、契約の

相手方、契約の対象となっている株券等の数量等の当該担保契約等の具体的内容

⑥ 大規模買付者が大規模買付行為において取得を予定する当社の株券等に関する担保契約等の締結その他の

第三者との間の合意の予定がある場合には、予定している担保契約等その他の第三者との間の合意の種

類、契約の相手方、契約の対象となっている株券等の数量等の当該担保契約等その他の第三者との間の合

意の具体的内容

⑦ 支配権取得または経営参加を大規模買付行為の目的とする場合には、大規模買付行為の完了後に企図する

当社および当社グループの支配権取得または経営参加の方法、ならびに支配権取得後の経営方針または経

営参加後の計画。組織再編、企業集団の再編、解散、重要な財産の処分または譲受け、多額の借財、代表

取締役等の選定または解職、役員の構成の変更、配当・資本政策に関する重要な変更、その他当社および

当社グループの経営方針に対して重大な変更を加え、または重大な影響を及ぼす行為を予定している場合

には、その内容および必要性

⑧ 純投資または政策投資を大規模買付行為の目的とする場合には、大規模買付行為の後の株券等の保有方

針、売買方針その他の投下資本の回収方針、および議決権の行使方針、ならびにそれらの理由。長期的な

資本提携を目的とする政策投資として大規模買付行為を行う場合には、その必要性

⑨ 重要提案行為等を行うことを大規模買付行為の目的とする場合、または大規模買付行為の後に重要提案行

為等を行う可能性がある場合には、当該重要提案行為等の目的、内容、必要性および時期、ならびにいか

なる場合において当該重要提案行為等を行うかに関する情報

⑩ 大規模買付行為の後、当社の株券等をさらに取得する予定がある場合には、その理由およびその内容

⑪ 大規模買付行為の後、当社の株券等が上場廃止となる見込みがある場合には、その旨および理由

⑫ 大規模買付行為に際しての第三者との間における意思連絡が存在する場合には、その目的および内容なら

びに当該第三者の概要

⑬ 当社の従業員、取引先、顧客、地域社会その他の当社の利害関係者との関係を大規模買付行為の完了後に

変更する予定がある場合には、その具体的内容
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⑭ 当社の他の株主との間の利益相反を回避するための方策の内容

⑮ 反社会的勢力との関係に関する情報

　なお、当社は、大規模買付行為の提案があった事実および大規模買付者から提供された情報(大規模買付情

報リストにより提供を求めた情報のうち大規模買付者から提供されなかったものについては、当該情報およ

び当該不提供の理由を含みます。以下同じです。)が株主の皆様のご判断に必要であると認められる場合に

は、適切と判断する時点で、その全部または一部を株主の皆様に開示いたします。

　また、当社は、大規模買付者から提供された情報が大規模買付情報として十分であり、大規模買付情報の

提供が完了したと当社取締役会において合理的に判断されるときには、速やかに、その旨を大規模買付者に

通知(以下「情報提供完了通知」といいます。)するとともに、その旨を株主の皆様に開示いたします。当社

取締役会は、大規模買付情報の提供が完了したと判断するに際し、必要に応じて特別委員会に対して諮問す

ることができるものとし、その場合には当社取締役会はその勧告を最大限尊重するものとします。

　

（ⅳ）取締役会評価期間の設定等

　当社は、情報提供完了通知を行った後、外部専門家等の助言を得た上で、大規模買付行為の評価の難易度

等に応じて、以下の①または②の期間(いずれの場合も初日不算入)を、当社取締役会による評価、検討、交

渉、意見形成および代替案立案のための期間(以下「取締役会評価期間」といいます。)として設定し、その

旨を大規模買付者に対して速やかに通知するとともに、適時かつ適切に開示いたします。

① 対価を金銭(円貨)のみとし、当社の株券等のすべてを対象とする公開買付けによる大規模買付行為の場合

には最長60日間

② その他の大規模買付行為の場合には最長90日間

　大規模買付者は、この取締役会評価期間の経過後においてのみ、大規模買付行為を開始することができる

ものとします。なお、当社取締役会が株主意思確認株主総会(下記(2)(ⅰ)(ア)(b)において定義されます。以

下同じです。)を開催することを決定した場合については、下記(2)(ⅰ)(ウ)をご参照下さい。

　当社取締役会は、取締役会評価期間中に、外部専門家等の助言を得ながら、大規模買付者から提供された

情報を十分に評価・検討し、大規模買付行為に関する当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、大規

模買付者に通知するとともに、適時かつ適切に株主の皆様に開示いたします。また、必要に応じて、大規模

買付者との間で大規模買付行為に関する条件・方法について交渉し、さらに、当社取締役会として、株主の

皆様に代替案を提示することもあります。

　

（2）大規模買付行為がなされた場合における対応方針

（ⅰ）対抗措置発動の条件

（ア）大規模買付者が大規模買付ルールに従わずに大規模買付行為を行う場合

（a）特別委員会の勧告に基づき発動する場合

　大規模買付者が大規模買付ルールに従わずに大規模買付行為を行いまたは行おうとする場合には、その

具体的な条件・方法等の如何を問わず、当社取締役会は、当該大規模買付行為を株主共同の利益を著しく

損なう敵対的買収行為とみなし、株主共同の利益を確保しまたは向上させるために必要かつ相当な対抗措

置を発動することができるものといたします。

　かかる場合、下記(3)(ⅰ)(イ)に記載のとおり、当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、特別委員

会に対して対抗措置の発動の是非について諮問し、特別委員会は、この諮問に基づき、必要に応じて原則

として当社の費用負担により外部専門家等の助言を得た上で、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是

非について勧告を行います。当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かの判断に際して、特別委員会に

よる勧告を最大限尊重するものといたします。
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（b）株主意思確認株主総会決議に基づき発動する場合

　上記(a)にかかわらず、当社取締役会は、①特別委員会が当該対抗措置を発動するか否かについて、株

主の皆様のご意思を確認するための株主総会(以下「株主意思確認株主総会」といいます。)を招集するこ

とを勧告した場合、または、②大規模買付行為の内容、時間的余裕等の諸般の事情を考慮の上、株主の皆

様のご意思を確認することが実務上可能であり、かつ、法令および当社取締役の善管注意義務等に照らし

て適切であると当社取締役会が判断した場合には、(上記②の場合には、特別委員会に対する諮問に代え

て)株主意思確認株主総会を招集し、大規模買付者に対して対抗措置を発動するか否かのご判断を株主の

皆様に行っていただくことができるものとします。

（イ）大規模買付者が大規模買付ルールに従って大規模買付行為を行う場合

（a）特別委員会の勧告に基づき発動する場合

　大規模買付者が大規模買付ルールに従って大規模買付行為を行いまたは行おうとする場合には、当社取

締役会が仮に当該大規模買付行為に反対であったとしても、反対意見の表明、代替案の提示、株主の皆様

への説明等を行う可能性は排除しないものの、原則として、当該大規模買付行為に対する対抗措置は発動

しません。大規模買付行為の提案に応じるか否かは、株主の皆様において、当該大規模買付行為に関して

大規模買付者から提供された情報およびそれに対する当社取締役会の意見、代替案等をご考慮の上、ご判

断いただくこととなります。

　但し、大規模買付者が大規模買付ルールに従って大規模買付行為を行いまたは行おうとする場合であっ

ても、当該大規模買付行為が専ら大規模買付者の短期的な利得のみを目的とするものである等、株主共同

の利益を著しく損なうものであると明白に認められる場合には、当社取締役会は、株主共同の利益を確保

しまたは向上させるために必要かつ相当な対抗措置を発動することがあります。具体的には、別紙１に掲

げる場合のいずれかに該当すると判断される場合には、原則として、当該大規模買付行為は株主共同の利

益を著しく損なうものであると明白に認められる場合に該当するものと考えます。

　かかる場合、下記(3)(ⅰ)(イ)に記載のとおり、当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、特別委員

会に対して対抗措置の発動の是非について諮問し、特別委員会は、この諮問に基づき、必要に応じて原則

として当社の費用負担により外部専門家等の助言を得た上で、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是

非について勧告を行います。当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かの判断に際して、特別委員会に

よる勧告を最大限尊重するものといたします。

（b）株主意思確認株主総会決議に基づき発動する場合

　上記(a)にかかわらず、当社取締役会は、①特別委員会が当該対抗措置を発動するか否かについて、株

主の皆様のご意思を確認するために、株主意思確認株主総会を招集することを勧告した場合、または、②

当該大規模買付行為が株主共同の利益を著しく損なうおそれがある場合等、法令および当社取締役の善管

注意義務等に照らして株主の皆様のご意思を確認することが適切であると当社取締役会が判断した場合に

は、(上記②の場合には、特別委員会に対する諮問に代えて)株主意思確認株主総会を招集し、大規模買付

者に対して対抗措置を発動するか否かのご判断を株主の皆様に行っていただくことができるものとしま

す。

（ウ）株主意思確認株主総会を開催する場合の取扱い

　当社取締役会は、株主意思確認株主総会が開催された場合には、対抗措置の発動について当該株主意思

確認株主総会の決議に従うものとします。

 なお、当社取締役会は、対抗措置の発動の是非に関する議案を株主意思確認株主総会に付議する場合に

は、取締役会評価期間終了後60日以内に株主意思確認株主総会を開催し、大規模買付行為への対抗措置の

発動についての承認に関する議案を上程するものとしますが、事務手続上の理由から60日以内に開催でき

ない場合には、事務手続上可能な最も早い日において開催するものとします。

　当社取締役会は、株主意思確認株主総会を招集する場合には、当社取締役会が株主意思確認株主総会を

招集することが適切であると判断した理由、大規模買付行為に関する当社取締役会の意見、発動すべき具

体的な対抗措置の内容、当該対抗措置発動の必要性・合理性その他株主の皆様のご判断のために必要と認

められる事項について、株主の皆様に対してご説明いたします。

　また、大規模買付者は、当社取締役会が株主意思確認株主総会を開催することを決定した場合には、当

該株主意思確認株主総会終結時まで、大規模買付行為を開始することができないものとします。

　なお、株主意思確認株主総会が開催されない場合においては、上記(1)(ⅳ)に記載のとおり、取締役会評

価期間の経過後に大規模買付行為を開始することができるものとします。
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（ⅱ）対抗措置の内容

　本対応方針における対抗措置としては、原則として、新株予約権(以下「本新株予約権」といいます。)の

無償割当てを行います。但し、会社法その他の法令および当社の定款上認められるその他の対抗措置を発動

することが適切と判断された場合には当該その他の対抗措置が用いられることもあります。本新株予約権の

概要は、別紙２に記載のとおりといたします。

　

（3）本対応方針の合理性および公正性を担保するための制度および手続

（ⅰ）特別委員会の設置および諮問等の手続

（ア）特別委員会の設置

　対抗措置を発動するか否か、および発動した対抗措置を維持するか否かについては、当社取締役会が最

終的な判断を行います(但し、株主意思確認株主総会が開催された場合には、当該株主意思確認株主総会の

決議に従います。)が、その判断の合理性および公正性を担保するために、当社は、特別委員会規則(その

概要は別紙３に記載のとおりです。)に従い、当社取締役会から独立した組織として、特別委員会を設置す

ることとします。特別委員会の委員(以下「特別委員」といいます。)は、３名以上とし、独立性の高い、

社外取締役、社外監査役、弁護士、税理士、公認会計士、医師、学識経験者、投資銀行業務に精通してい

る者および他社の取締役または執行役として経験のある社外者等の中から当社取締役会決議により選任さ

れるものとします。本対応方針導入時の特別委員には、渡邉清孝氏、関榮一氏および三ツ角直正氏の合計

３名が就任することを予定しております。なお、各特別委員の略歴は、別紙４「特別委員の略歴」に記載

のとおりであり、いずれも当社から独立した社外取締役または社外監査役です。

　当社は、上記３氏を、東京証券取引所に対し、当社の独立役員として届け出ております。

　また、渡邉清孝氏は、当社と資本業務提携関係にあり当社の筆頭株主である三井物産株式会社の出身で

すが、同社執行役員を退任後、既に7年以上が経過しており、退任後は同社との取引その他の関係も一切ご

ざいませんので、十分な独立性を有していると判断しております。

　なお、特別委員会の決議は、原則として特別委員全員が出席し、その過半数をもってこれを行うものと

しますが、特別委員に事故があるときその他やむを得ない事情があるときは、特別委員の過半数が出席

し、その過半数をもってこれを行うものとします。

（イ）対抗措置の発動の手続

　当社取締役会が対抗措置を発動する場合には、その判断の合理性および公正性を担保するために、以下

の手続を経ることとします。

　まず、当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、特別委員会に対して対抗措置の発動の是非について

諮問し、特別委員会は、この諮問に基づき、必要に応じて原則として当社の費用負担により外部専門家等

の助言を得た上で、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是非について勧告を行います。なお、特別委

員会は、大規模買付者が大規模買付ルールに従わずに大規模買付行為を行いもしくは行おうとしていると

判断する場合、または、当該大規模買付行為が別紙１に掲げるいずれかの類型に該当する等当該大規模買

付行為が株主共同の利益を著しく損なうものであることが明白であると判断する場合にのみ、対抗措置の

発動を是認する旨の勧告を行うものとします。当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かの判断に際し

て、特別委員会による勧告を最大限尊重するものといたします。また、特別委員会は、対抗措置を発動す

るか否かについて、株主の皆様のご意思を確認する必要があると判断する場合には、当社取締役会に対し

て株主意思確認株主総会を招集することを勧告するものといたします（上記(2)(ⅰ)(ア)(b)①および同

(イ)(b)①をご参照下さい。）。

　なお、当社取締役会は、特別委員会に対する上記諮問のほか、大規模買付者から提供された情報に基づ

き、外部専門家等の助言を得ながら、当該大規模買付者および当該大規模買付行為の具体的内容ならびに

当該大規模買付行為が株主共同の利益に与える影響等を検討の上で、対抗措置の発動の是非を判断するも

のとします。
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　また、上記にかかわらず、①大規模買付者が大規模買付ルールに従わずに大規模買付行為を行う場合に

は、大規模買付行為の内容、時間的余裕等の諸般の事情を考慮の上、株主の皆様のご意思を確認すること

が実務上可能であり、かつ、法令および当社取締役の善管注意義務等に照らして適切であると当社取締役

会が判断した場合(上記(2)(ⅰ)(ア)(b)②をご参照下さい。)、または、②大規模買付者が大規模買付ルー

ルに従って大規模買付行為を行う場合には、当該大規模買付行為が株主共同の利益を著しく損なうおそれ

がある場合等、法令および当社取締役の善管注意義務等に照らして株主の皆様のご意思を確認することが

適切であると当社取締役会が判断した場合(上記(2)(ⅰ)(イ)(b)②をご参照下さい。)においては、当社取

締役会は、特別委員会に対する諮問に代えて、株主意思確認株主総会を招集し、大規模買付者に対して対

抗措置を発動するか否かのご判断を株主の皆様に行っていただくことができるものとします。

（ウ）発動した対抗措置の中止または撤回

　当社取締役会が上記(イ)記載の手続に従って対抗措置を発動した場合であっても、①大規模買付者が大

規模買付行為を中止もしくは撤回した場合、または、②対抗措置を発動するか否かの判断の前提となった

事実関係等に変動が生じ、かつ、株主共同の利益の確保または向上という観点から発動した対抗措置を維

持することが相当でないと考えられる状況に至った場合には、当社取締役会は、当該対抗措置の維持の是

非について、上記の場合に至った具体的事情を提示した上で、改めて特別委員会に諮問するものとしま

す。

　当該諮問がなされた場合、特別委員会は、必要に応じて原則として当社の費用負担により外部専門家等

の助言を得ながら、当該対抗措置の維持の是非について検討し、当社取締役会に対して勧告を行います。

また、当該諮問がない場合であっても、特別委員会は、上記の場合に至ったと自ら判断する場合には、必

要に応じて原則として当社の費用負担により外部専門家等の助言を得ながら、当該対抗措置の維持の是非

について検討し、当社取締役会に対して勧告を行うことができるものとします。当社取締役会は、いずれ

の場合であっても、特別委員会の勧告を最大限尊重して、対抗措置を維持するか否かの判断を行うものと

します。

　上記特別委員会の勧告を踏まえ、外部専門家等の助言を得ながら検討した結果、当社取締役会が株主共

同の利益の確保または向上という観点から対抗措置を維持することが相当でないと判断するに至った場合

には、当社取締役会は、発動した対抗措置を、その決議により中止または撤回し、適用ある法令および金

融商品取引所規則に従って、速やかにその旨を開示いたします。

　但し、対抗措置として、本新株予約権の無償割当てを行う場合には、本新株予約権の無償割当ての割当

期日(別紙２第1項において定義されます。以下同じです。)に係る権利落ち日(以下「本権利落ち日」とい

います。)の前々営業日までにおいては本新株予約権の無償割当てを中止または撤回する場合があります

が、本権利落ち日よりも前に当社の株式を取得された投資家の皆様で、本権利落ち日以降に、本新株予約

権の無償割当てによる当社の株式1株当たりの経済的価値の希釈化が生じることを前提として当社の株式を

売却された方が、本新株予約権の無償割当ての中止または撤回により損害を被るという事態を回避するた

めに、本権利落ち日の前営業日以降においては、本新株予約権の無償割当てを中止または撤回しないもの

とします。

（エ）特別委員会に対する任意の諮問

　当社取締役会は、大規模買付情報リストに含まれる情報の具体的な内容を決定する場合、大規模買付者

に対する追加の情報請求を決定する場合、大規模買付情報の提供が完了したと判断する場合、株主の皆様

に対して当社取締役会が代替案を提示する場合、その他当社取締役会が必要と認める場合には、対抗措置

発動の是非、および発動した対抗措置の維持の是非以外についても、任意に特別委員会に対して諮問する

ことができるものとし、かかる諮問がなされたときは、特別委員会は、必要に応じて原則として当社の費

用負担により外部専門家等の助言を得ながら、当該諮問に係る事項につき検討し、当社取締役会に対して

勧告を行います。当社取締役会は、かかる特別委員会の勧告についても最大限尊重するものとします。
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（ⅱ）株主の皆様のご意思の確認

（ア）本対応方針の導入に関する株主の皆様のご意思の確認

　当社は、平成29年５月23日開催の当社取締役会において、本対応方針の導入に関する株主の皆様のご意

思を確認するため、本総会において本対応方針の導入に関する議案をお諮りし、当該議案が出席株主の皆

様の議決権の過半数のご賛同を得て承認可決されることを条件として、本対応方針を導入することを決議

しております。したがいまして、本総会において出席株主の皆様の議決権の過半数のご賛同を得られな

かった場合には、本対応方針は導入されないものとし、また、原対応方針についても本総会の終結時にお

いて有効期間の満了により終了いたします。

（イ）対抗措置の発動に関する株主の皆様のご意思の確認

　上記(2)(ⅰ)に記載のとおり、所定の場合には、当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、当該対抗措

置を発動するか否かについて、株主の皆様のご意思を確認するために、株主意思確認株主総会を招集し、

大規模買付者に対して対抗措置を発動するか否かのご判断を株主の皆様に行っていただくことができるも

のとしております。

　

（ⅲ）本対応方針の有効期間、廃止および変更

　本対応方針の有効期間は、平成32年(2020年)６月に開催予定の当社第42期定時株主総会の終結時までとい

たします。

　なお、かかる有効期間の満了前であっても、①当社株主総会において本対応方針を廃止もしくは変更する

旨の議案が承認された場合、または②当社取締役会において本対応方針を廃止する旨の決議が行われた場合

には、本対応方針はその時点で廃止または変更されるものとします。なお、本対応方針の継続については、

当社取締役会において定期的に審議するものとします。

　また、当社は、本対応方針が廃止または変更された場合には、当該廃止または変更の事実その他当社取締

役会が適切と認める事項について、適用ある法令および金融商品取引所規則に従って、速やかに開示いたし

ます。

　

３．本対応方針の合理性について

（1）買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること等

　本対応方針は、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に公表した「企業価値・株主共同の利益の確保又

は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則(①企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、②

事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性確保の原則)を完全に充足しています。また、企業価値研究会が平

成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」および東京証券取引所が平成

27年６月１日に適用を開始した「コーポレートガバナンス・コード」の「原則1－5.いわゆる買収防衛策」の内容

その他昨今の買収防衛策に関する議論等を踏まえた内容となっております。さらに、本対応方針は、東京証券取

引所の定める買収防衛策の導入に係る諸規則等の趣旨に合致するものです。

　

（2）株主共同の利益の確保または向上の目的をもって導入されていること

　本対応方針は、上記１.に記載のとおり、株主共同の利益を確保しまたは向上させることを目的として、大規模

買付者に対して、当該大規模買付者が実施しようとする大規模買付行為に関する必要な情報の事前の提供および

その内容の評価・検討等に必要な期間の確保を求めるために、導入されるものです。
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（3）株主意思を重視するものであること（株主総会決議とサンセット条項）

　当社は、上記２.(3)(ⅱ)(ア)に記載のとおり、平成29年５月23日開催の当社取締役会において、本対応方針の

導入に関する株主の皆様のご意思を確認するため、本総会において本対応方針に関する議案をお諮りし、当該議

案が出席株主の皆様の議決権の過半数のご賛同を得て承認可決されることを条件として、本対応方針を導入する

ことを決議しております。

　また、上記2.(3)(ⅱ)(イ)に記載のとおり、所定の場合には、当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、当該

対抗措置を発動するか否かについて、株主の皆様のご意思を確認するために、株主意思確認株主総会を招集し、

大規模買付者に対して対抗措置を発動するか否かのご判断を株主の皆様に行っていただくことができるものとし

ております。

　さらに、上記２.(3)(ⅲ)に記載のとおり、本対応方針の有効期間は、平成32年(2020年)６月に開催予定の当社

第42期定時株主総会の終結時までであります。なお、かかる有効期間の満了前であっても、①当社株主総会にお

いて本対応方針を廃止もしくは変更する旨の議案が承認された場合、または②当社取締役会において本対応方針

を廃止する旨の決議が行われた場合には、本対応方針はその時点で廃止または変更されます。なお、本対応方針

の継続については、当社取締役会において定期的に審議するものとします。

　

（4）合理的かつ客観的な対抗措置発動要件の設定

　本対応方針は、上記２.(2)に記載のとおり、合理的かつ客観的な要件が充足されない限りは、対抗措置が発動

されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みが確保されていま

す。

　

（5）特別委員会の設置

　上記２.(3)(ⅰ)に記載のとおり、当社は、本対応方針の導入に当たり、対抗措置を発動するか否か、および発

動した対抗措置を維持するか否かについての当社取締役会の判断の合理性および公正性を担保するため、またそ

の他本対応方針の合理性および公正性を確保するために、当社取締役会から独立した組織として、特別委員会を

設置することとしております。

　これにより、当社取締役会による恣意的な本対応方針の運用ないし対抗措置の発動を防止するための仕組みが

確保されています。

　

（6）デッドハンド型買収防衛策等ではないこと

　上記２.(3)(ⅲ)に記載のとおり、本対応方針の有効期間は平成32年(2020年)６月に開催予定の当社第42期定時

株主総会の終結時までであり、また、本対応方針は、かかる有効期間の満了前であっても、当社の株主総会で選

任された取締役で構成された取締役会により、いつでも廃止することができるものとされております。したがい

まして、本対応方針は、デッドハンド型買収防衛策(取締役会の構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止

できない買収防衛策)ではありません。また、当社の取締役の任期は1年となっているため、本対応方針は、取締

役会の構成員の交代を一度に行うことができないためその発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策でもあり

ません。
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４．株主・投資家の皆様に与える影響

（1）本対応方針の導入時に株主および投資家の皆様に与える影響

　本対応方針の導入時には、本新株予約権の無償割当て自体は行われません。したがいまして、本対応方針がそ

の導入時に株主および投資家の皆様の有する当社の株式に係る法的権利および経済的利益に対して直接具体的な

影響を与えることはありません。

　

（2）本新株予約権の無償割当て時に株主および投資家の皆様に与える影響

　当社取締役会が対抗措置の発動を決定し、本新株予約権の無償割当ての決議を行った場合には、割当期日にお

ける最終の株主名簿に記録された株主の皆様に対し、その保有する株式1株につき１個の割合で、本新株予約権が

無償にて割り当てられます。このような対抗措置の仕組み上、本新株予約権の無償割当て時においても、株主お

よび投資家の皆様が保有する当社の株式１株当たりの経済的価値の希釈化は生じるものの、保有する当社の株式

全体の経済的価値の希釈化は生じず、また当社の株式1株当たりの議決権の希釈化は生じないことから、株主およ

び投資家の皆様の有する当社の株式全体に係る法的権利および経済的利益に対して直接具体的な影響を与えるこ

とは想定しておりません。

　なお、当社取締役会が、本新株予約権の無償割当ての決議をした場合であっても、上記２.(3)(ⅰ)(ウ)に記載

の手続等に従い当社取締役会が発動した対抗措置の中止または撤回を決定した場合には、株主および投資家の皆

様が保有する当社の株式１株当たりの経済的価値の希釈化も生じないことになるため、当社の株式１株当たりの

経済的価値の希釈化が生じることを前提にして売買を行った投資家の皆様は、株価の変動により損害を被る可能

性がある点にご留意下さい。但し、当社は、当社取締役会が本新株予約権の無償割当てに係る決議をした場合で

あっても、上記２.(3)(ⅰ)(ウ)に記載のとおり、大規模買付者が大規模買付行為を撤回した等の理由により、本

権利落ち日の前々営業日までにおいては本新株予約権の無償割当てを中止または撤回することがありますが、本

権利落ち日の前営業日以降は、本新株予約権の無償割当ての中止または撤回を行うことはありません。

　また、本新株予約権の行使または取得に関しては差別的条件が付されることが予定されているため、当該行使

または取得に際して、大規模買付者の法的権利等に希釈化が生じることが想定されますが、この場合であって

も、大規模買付者以外の株主および投資家の皆様の有する当社の株式全体に係る法的権利および経済的利益に対

して直接具体的な影響を与えることは想定しておりません。

　

（3）本新株予約権の無償割当てに伴って株主の皆様に必要となる手続

　本新株予約権の割当手続に関しては、割当期日における株主名簿に記録された株主の皆様は、本新株予約権の

無償割当ての効力発生日において、当然に本新株予約権が付与されるため、申込みの手続は不要です。

　また、株主の皆様には、新株の取得のために所定の期間内に本新株予約権を行使していただく(その際には一定

の金銭の払込みを行っていただきます。)必要が生じる可能性があります。かかる場合には、当社は、その手続の

詳細に関して、適用ある法令および金融商品取引所規則に従って、適時かつ適切に開示いたします。

　

５．その他

　本対応方針は、平成29年５月23日開催の当社取締役会において、社外取締役３名を含む取締役全員の賛成により決

定されたものですが、当該取締役会には、社外監査役３名を含む当社監査役４名が出席し、いずれの監査役も、本対

応方針の具体的運用が適正に行われることを条件として、本対応方針に賛成する旨の意見を述べました。

　当社取締役会においては、今後の司法判断の動向および金融商品取引所その他の公的機関の対応等、ならびに、会

社法、金融商品取引法または各金融商品取引所の上場規則等の改正、その他の法令等の制定改廃にも引き続き注視し

て、株主共同の利益を確保しまたは向上させるとの観点から、必要に応じて本対応方針の見直し、または本対応方針

に代わる別途の防衛策の導入を含め、適切な措置を適宜講じてまいる所存です。

　

以　上
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（注１） 金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等を意味します。以下別段の定めがない限り同じです。な

お、本対応方針において引用される法令等に改正（法令名の変更や旧法令等を継承する新法令等の制定を含み

ます。）があった場合には、本対応方針において引用される法令等の各条項および用語は、当社取締役会が別

途定める場合を除き、当該改正後においてこれらの法令等の各条項および用語を実質的に継承する法令等の各

条項および用語に読み替えられるものとします。

（注２） 金融商品取引法第27条の23第１項に規定する保有者を意味し、同条第３項の規定に基づき保有者に含まれる者

を含みます。以下別段の定めがない限り同じです。

（注３） 金融商品取引法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合を意味します。以下別段の定めがない限り同じで

す。なお、株券等保有割合の算出に当たっては、発行済株式の総数(同項に規定する発行済株式の総数をいい

ます。以下別段の定めがない限り同じです。)は、有価証券報告書、四半期報告書および自己株券買付状況報

告書のうち直近に提出されたものを参照することができるものとします。

（注４） 金融商品取引法第27条の２第１項に規定する株券等を意味します。以下②において同じです。

（注５） 金融商品取引法第27条の２第６項に規定する公開買付けを意味します。以下別段の定めがない限り同じです。

（注６） 金融商品取引法第27条の２第８項に規定する株券等所有割合を意味します。以下別段の定めがない限り同じで

す。なお、株券等所有割合の算出に当たっては、総議決権の数（同項に規定する総議決権の数をいいます。以

下別段の定めがない限り同じです。）は、有価証券報告書、四半期報告書および自己株券買付状況報告書のう

ち直近に提出されたものを参照することができるものとします。

（注７） 金融商品取引法第27条の２第７項に規定する特別関係者を意味します。但し、同項第１号に掲げる者について

は、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条第２項で定める者を除きます。

以下別段の定めがない限り同じです。

（注８） 金融商品取引法第27条の26第１項、金融商品取引法施行令第14条の８の２第１項、および株券等の大量保有の

状況の開示に関する内閣府令第16条に規定する重要提案行為等を意味します。以下別段の定めがない限り同じ

です。

（注９） なお、営業日とは、行政機関の休日に関する法律第１条第１項各号に掲げる日以外の日をいいます。以下別段

の定めがない限り同じです。

　

 

 

 

（４）研究開発活動

 当第１四半期連結累計期間の研究開発活動については該当事項はありません。なお、日常業務の延長として、新

事業企画・開発の担当部署が中心となり、医療機関のニーズに対応した新規事業、新商品の開発に取り組んでおり

ます。
　
（５）従業員数

　当第１四半期連結累計期間において、連結会社または提出会社の従業員数に著しい増減はありません。　
　
（６）生産、受注及び販売の実績

　当第１四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売の実績に著しい増減はありません。　
　
（７）主要な設備

　当第１四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画

に著しい変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,340,156 15,340,156
東京証券取引所
市場第一部

（注）

計 15,340,156 15,340,156 ― ―
 

（注）権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であり、単元株式数は100株であります。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年４月１日～
平成29年６月30日　

― 15,340,156 ― 3,513 ― 3,654
 

 
(6) 【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

① 【発行済株式】

   平成29年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式 372,700

 

―
「１（１）②発行済株式」の「内
容」欄に記載のとおりでありま
す。

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,949,100
 

149,491 同上

単元未満株式 普通株式 18,356
 

― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 15,340,156 ― ―

総株主の議決権 ― 149,491 ―
 

　

 
② 【自己株式等】

  平成29年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

総合メディカル株式会社
福岡市中央区天神２丁目
14番８号

372,700 ― 372,700 2.42

計 ― 372,700 ― 372,700 2.42
 

 

２ 【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 10,830 12,339

  受取手形及び売掛金 21,395 18,999

  割賦債権 1,821 1,802

  リース投資資産 911 866

  たな卸資産 6,557 6,749

  その他 3,522 2,953

  貸倒引当金 △38 △37

  流動資産合計 44,999 43,673

 固定資産   

  有形固定資産   

   賃貸資産（純額） 4,823 5,047

   建物及び構築物（純額） 13,312 13,316

   その他（純額） 6,936 6,892

   有形固定資産合計 25,072 25,256

  無形固定資産   

   のれん 9,703 9,588

   その他 1,537 1,458

   無形固定資産合計 11,241 11,046

  投資その他の資産 ※1  5,446 ※1  5,386

  固定資産合計 41,760 41,689

 資産合計 86,760 85,362

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 20,258 19,433

  短期借入金 415 429

  1年内返済予定の長期借入金 4,607 4,433

  リース債務 256 234

  未払法人税等 1,762 351

  その他 5,929 7,266

  流動負債合計 33,228 32,148

 固定負債   

  長期借入金 15,171 14,150

  リース債務 920 914

  長期割賦未払金 2,160 2,505

  その他 2,397 2,287

  固定負債合計 20,650 19,858

 負債合計 53,879 52,006
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,513 3,513

  資本剰余金 5,566 5,566

  利益剰余金 24,012 24,446

  自己株式 △920 △920

  株主資本合計 32,172 32,605

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 432 480

  その他の包括利益累計額合計 432 480

 非支配株主持分 275 269

 純資産合計 32,880 33,356

負債純資産合計 86,760 85,362
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(平成28年４月１日から
　平成28年６月30日まで)

当第１四半期連結累計期間
(平成29年４月１日から
　平成29年６月30日まで)

売上高 28,102 33,191

売上原価 24,026 28,492

売上総利益 4,076 4,699

販売費及び一般管理費 2,951 3,312

営業利益 1,125 1,387

営業外収益   

 受取配当金 14 13

 受取賃貸料 6 5

 その他 32 50

 営業外収益合計 53 69

営業外費用   

 支払利息 18 26

 賃貸借契約解約損 35 -

 投資有価証券評価損 - 37

 その他 22 59

 営業外費用合計 76 123

経常利益 1,101 1,332

特別損失   

 減損損失 14 -

 特別損失合計 14 -

税金等調整前四半期純利益 1,086 1,332

法人税、住民税及び事業税 210 243

法人税等調整額 260 286

法人税等合計 470 529

四半期純利益 615 802

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △0 △5

親会社株主に帰属する四半期純利益 616 807
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(平成28年４月１日から
　平成28年６月30日まで)

当第１四半期連結累計期間
(平成29年４月１日から
　平成29年６月30日まで)

四半期純利益 615 802

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △74 47

 その他の包括利益合計 △74 47

四半期包括利益 541 849

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 541 855

 非支配株主に係る四半期包括利益 △0 △5
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

投資その他の資産 △0百万円 △9百万円
 

 

２ 偶発債務

金融機関からの借入に対する保証債務

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

医療法人風のすずらん会他 ８名 2,735百万円 医療法人風のすずらん会他 ８名 2,740百万円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(平成28年４月１日から
平成28年６月30日まで)

当第１四半期連結累計期間
(平成29年４月１日から
平成29年６月30日まで)

減価償却費 955百万円

のれんの償却額 231百万円
 

 

 988百万円

 299百万円
 

 
 

 

(株主資本等関係)

　　前第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）

　１　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日
配当の
原資

平成28年４月21日
取締役会

普通株式 336 22.5 平成28年３月31日 平成28年６月23日 利益剰余金
 

 

　２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

　　当第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）

　１　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日
配当の
原資

平成29年４月25日
取締役会

普通株式 374 25.0 平成29年３月31日 平成29年６月23日 利益剰余金
 

 

　２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

報告セグメント 調整額
（百万円）
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（百万円）
（注２）

医業支援
（百万円）

薬局
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

売上高       

  外部顧客への売上高 5,179 22,699 223 28,102 ― 28,102

　セグメント間の内
部　
　売上高又は振替高

1,414 7 ― 1,422 △1,422 ―

計 6,594 22,706 223 29,524 △1,422 28,102

セグメント利益 79 1,200 △29 1,250 △125 1,125
 

（注）１ セグメント利益の調整額△125百万円には、セグメント間取引消去10百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△135百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない全社的一

般経費であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

報告セグメント 調整額
（百万円）
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（百万円）
（注２）

医業支援
（百万円）

薬局
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

売上高       

  外部顧客への売上高 6,092 26,853 245 33,191 ― 33,191

　セグメント間の内
部　
　売上高又は振替高

1,768 119 3 1,890 △1,890 ―

計 7,860 26,973 248 35,082 △1,890 33,191

セグメント利益 69 1,399 5 1,474 △87 1,387
 

（注）１ セグメント利益の調整額△87百万円には、セグメント間取引消去79百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△166百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない全社的一

般経費であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２　報告セグメントの変更等に関する事項

当第１四半期連結会計期間から、事業別に戦略を立案し、迅速な意思決定のもとに事業活動を行うため、組

織・管理体制を事業を軸にした体制に見直したことに伴い、事業セグメントの区分方法を見直し、報告セグメン

トを従来の「東日本」「西日本」「九州」から「医業支援」「薬局」「その他」に変更しております。

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報については変更後の区分方法により作成しており、前第１

四半期連結累計期間の「１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報」に記載しており

ます。

　

３　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(平成28年４月１日から
平成28年６月30日まで)

当第１四半期連結累計期間
(平成29年４月１日から
平成29年６月30日まで)

１株当たり四半期純利益（円） 41.16 53.95

    (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 616 807

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
(百万円)

616 807

普通株式の期中平均株式数(千株) 14,967 14,967
 

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

平成29年４月25日開催の取締役会において、前連結会計年度の期末配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（１）期末配当による配当金の総額………………………………………374百万円

（２）１株当たりの金額……………………………………………………25.0円

（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………………………平成29年６月23日

(注) 　平成29年３月31日現在の株主名簿に記録された株主に対し、支払いを行っております。

 

EDINET提出書類

総合メディカル株式会社(E05093)

四半期報告書

27/29



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

 

平成29年８月10日

総合メディカル株式会社

     取締役会   御中

 

有限責任監査法人　トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員    
 
公認会計士   　伊　藤　次　男   印
                                        

 

 
 

指定有限責任社員

業務執行社員    
 
公認会計士   　池　田　　　徹   印
                                        

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている総合メディカル

株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日

から平成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、総合メディカル株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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